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研究ノート

日本航空株式会社の企業変革

依　田　祐　一＊

要旨

　経営学において，持続的に成長する企業は，企業業績の面からも幾多の試練・

危機を乗り越えながら，成長していると指摘される。例えば，Wiggins & Ruefli

（2002）は，米国における 1972 年から 1997 年にわたる 25 年間，産業数 40, 6,772

社の企業業績の調査結果から，右肩上がりに卓越した企業業績を達成する企業は

稀であり，極めてその達成は難しいと示しており，企業は成長と回復の局面を繰

り返しながら，持続的な成長を遂げる点が指摘された。企業変革はどの企業にとっ

ても重要な経営課題となりうるのである。

　本稿は，企業破綻から再生した日本航空株式会社におけるフィロソフィに基づ

く企業変革の実践例 1）に着目し，今後の研究論文に資する研究史料として，研究

ノートとしてまとめたものである 2）。
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　2010 年 1 月に会社更生法の適用を申請した日本航空（以下，JAL）は，企業再生支援機構に

よる支援や京セラ株式会社の稲盛和夫名誉会長の代表取締役会長の就任を手掛かりに，企業業

績を回復させ，2012 年 9 月に東京証券取引所に再上場を果たし，その後に継続的に業績を維

持し，再生した。本稿は，JAL におけるフィロソフィに基づくマネジメントによる企業変革

の事例 3）である。

　以下に，インタビューリストを示す。同社の企業再生に直接携わり，中核的な役割を担った

経営層及びマネージャーを中心に，半構造化インタビューを行った。

1  JAL の変革の経緯

　同社の企業変革の経緯の概要を表 2 に示す。

表 1　インタビューリスト

氏名 主な所属・役職 出身企業

大田 嘉仁 氏

京セラ 秘書室長

京セラ 取締役執行役員常務

日本航空 会長補佐・専務執行役員（2010 年）

京セラコミュニケーションシステム代表取締役会長

京セラ

野村 直史 氏
日本航空 意識改革推進準備室長（2010 年）

日本航空 意識改革・人づくり推進部長（2012 年）
JAL

田中 雅浩 氏 日本航空 関連会社支援部 グループ長（2011 年） JAL

黒田 　浩 氏 日本航空 マーケティング本部企画推進部 部長（2011 年） JAL

米山 　誠 氏

京セラミタ 執行役員

日本航空 管財人室副室長（2010 年）

日本航空 執行役員経営管理本部長（2010 年）

日本航空 常務執行役員経営管理本部長（2012 年）

京セラコミュニケーションシステム 常務取締役

京セラ

伊勢田 昌樹氏
日本航空 意識改革推進準備室 （2010 年）

日本航空 意識改革・人づくり推進部 グループ長（2012 年）
JAL

表 2　JAL の企業変革の経緯

2010 年 1 月 19 日 東京地方裁判所に会社更生法適用を申請。企業再生支援機構の JAL の支援を決定

2010 年 2 月 1 日 京セラ名誉会長の稲盛和夫氏が代表取締役会長，JAL の大西賢氏が代表取締役

社長に就任

2010 年 2 月 19 日 JAL の上場廃止

更生手続きに着手

2010 年 5 月 意識改革推進準備室始動
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1.1  JAL の会社更生法適用と稲盛氏の代表取締役会長就任

　1953 年に日本航空株式会社法（昭和 28 年法律第 154 号）の定めるところにより，日本航空株

式会社が設立された。以降 50 年以上にわたり，国内線，国際線の輸送を担ってきた。1961

年に東京証券取引所第二部に上場，1970 年には第一部に指定され，1987 年に完全民営化され

た。1992 年には 567 億円の赤字を計上し，2003 年以降の原油価格の高騰や SARS などによ

る海外渡航者減，2007 年以降の世界同時不況やリーマンショック等の外部環境下にあえぎ，

厳しい経営状況が続いた。同社の経営状況から，国土交通省にて 2009 年 8 月に「日本航空の

経営改善のための有識者会議」が開催され，2009 年 9 月に前原誠司国土交通大臣の下で「JAL

再生タスクフォース」が設置された。そして同社は 2010 年 1 月 19 日に会社更生法の手続を

申請し，手続の申立に伴い，株式会社日本航空が証券取引所（東京，大阪，名古屋）市場第一部

から上場廃止となった。事業会社として戦後最大の 2 兆 3000 億円の債務を抱え，債務超過は

9,592 億円（2010 年 3 月）と大規模な会社更生法の適用となったのである。

　企業再生支援機構による再生計画の概要は，人員削減（社員約 16,000 名），②給与制度の見

出所：内部資料及び IR 資料に基づいて作成

2010 年 5 月 26 日 業績報告会を開始

2010 年 6 月 1 日 リーダー教育を開始

2010 年 7 月 稲盛会長の現場訪問の本格開始

2010 年 8 月 31 日 更生計画案を裁判所に提出（同 11 月に認可）。

2010 年 12 月 15 日 組織の改正と役員体制の変更，路線統括本部を新設，JAL の植木義晴氏が本部

長に就任

2011 年 1 月 19 日 新しい JAL グループ企業理念の制定，『JAL フィロソフィ手帳』の発刊

2011 年 3 月 28 日 会社更生手続の終結。3,600 億のつなぎ融資は，2010 年 12 月までに国庫に返済

2011 年 3 月 31 日 2011 年 3 月期に売上高 1 兆 3,622 億円，営業利益 1,864 億円を達成

2011 年 4 月 1 日 株式会社日本航空インターナショナルから，日本航空株式会社に商号変更

2012 年 2 月 15 日 ・稲盛会長が取締役名誉会長，大西社長が代表取締役会長，植木路線統括本部

長が代表取締役社長に就任

・JAL グループ 2012 ～ 2016 年中期経営計画の公表

2012 年 3 月 31 日 2012 年 3 月期に 1 兆 2,048 億円，営業利益 2,049 億円，経常利益 1,976 億円，

当期利益 1,866 億円を達成

2012 年 9 月 19 日 東京証券取引所第一部に再上場。3,500 億円を国庫に返納

2013 年 3 月 31 日 稲盛取締役名誉会長が取締役を退任

2013 年 3 月 31 日 2012 年 3 月期に 1 兆 2,038 億円，営業利益 1,952 億円，経常利益 1,858 億円，

当期利益 1,716 億円を達成
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直し（給与の 2 ～ 3 割カット），4 割程度の路線縮小等の事業規模の見直し，収益改善による早

期の V 字回復（営業利益：1 年目に 641 億円，2 年目に 757 億円）というものであった。

　京セラの創業者で，当時名誉会長であった稲盛氏は，高齢であった理由等もあり JAL 再生

タスクフォースの方からの複数回の JAL 会長への就任要請を固辞していたが，3 つの大義の

ために，最終的に引き受けることとした 4）。彼の考えた 3 つの大義とは 5），第 1 に日本を代表

する企業の破綻や 2 次破綻などの悪影響や再建できた際の好影響など，日本経済への影響で

ある。第 2 に再建を成功させれば，残念ながら多くの社員に職場を離れてもらわなければい

けないが，残された多くの社員の雇用を守ることができることである。そして第 3 は，JAL

が破綻すれば日本市場には大手航空会社が 1 社になってしまい競争原理が働きにくくなるが，

他方複数の航空会社が競争することにより結果的に利用者の利便性につながるからである。

　会社更生法が申請された翌月である 2010 年 2 月 1 日に稲盛氏は 78 歳で代表取締役会長に，

JAL から大西賢氏が代表取締役社長に就任し，2010 年 2 月より更生に向けた新体制が整った。

稲盛氏の就任会見では，同氏の経験としての経営思想（フィロソフィ）と経営管理システム（ア

メーバ経営），そして人間としてのあるべき姿や持つべき考え方を JAL グループに伝え再建に

取り組みたいと述べている 6）。そして京セラから意識改革を担当する大田嘉仁氏 7），アメーバ

経営を担当する森田直行氏 8），しばらくした後にアメーバ経営の専門の米山誠氏が加わり，

JAL 再生に着手した。

1.2  企業変革の成果

　本変革の経営成果は著しいものであった。5,215 億円の債権放棄，株式の 100% の減資，

3,500 億円の企業再生機構からの出資（後の 2012 年 9 月に国庫に返納），16,000 人の社員減と社

員の減給・年金減等といった厳しい更生計画 9）の過程と自己変革を経て，2011 年 3 月期 10）

は対外的な決算発表は無かったがグループ連結の売上高 1 兆 3,622 億円，営業利益 1,884 億

円と更生計画に対して大幅に改善された。そして，2012 年 3 月期にはグループ連結の売上高

1 兆 2,048 億円，営業利益 2,049 億円，当期純利益 1,866 億円となり，会社更生法申請後の 2

年 8 ヶ月の期間にて，2012 年 9 月の東京証券取引所第一部への再上場につながった。会社更

生法は決して万能でなく，例えば 1962 年以降 2010 年 10 月までに 138 社に適用されたうち，

その後消滅した企業が 59 社，2 次破綻が 31 社（うち 24 社が消滅）であり，再建に成功してさ

らに再上場した企業は 9 社のみであり，また最短でも 7 年近くかかっていることから 11），

JAL の例は困難を乗り越えている事例といえよう。

　再上場後は，2012 年から 2016 年の中期計画の期間において，着実に売上を維持させつつ，

二桁の営業利益率を維持した。
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2  JAL フィロソフィによる意識改革

2.1  意識改革着手と 6 つの原則 12）

　既述の稲盛氏の就任会見で述べられた，同氏の経験としての経営思想（フィロソフィ）と人

間としてのあるべき姿や持つべき考え方に基づく再建は，「意識改革」と表現されている。稲

盛氏に「日本を変えよう，新たな KDDI 物語を作ろうじゃないか」13）と口説かれた大田嘉仁

氏は，京セラから意識改革を担当すべく一緒に JAL に着任した。稲盛氏からの意識改革に関

する具体的な指示はなく，案を作って持ってくるようにとだけ言われたという。大田氏は，重

責が想像を絶する中で使命感を支えに考え続け，「6 つの原則」を着想し，まとめたメモを稲

盛氏に提出すると，「この通り進めてください」と稲盛氏からのメモがあり，嬉しい気持ちと

ともに構想のとおり進めたという 14）。この同社の意識改革の柱となる 6 つの原則 15）とは，

（1） 自社の文化は自社がつくる。（2） リーダーから変える。リーダーの意識が変われば，部下

の意識もかわる。（3） 全社員の一体感を持たせる（本社と現場にいる社員の接点を増やし，ベクト

ルを合わせる）。（4） 現場社員のモチベーションを少しでも高める（現場の社員の努力を認め感謝す

る）。（5） 変化を起こし続けることで本気度を示す。（6） スピード感を重視する（必要なことは

一気呵成に実行する）という，京セラで長く稲盛氏と共に働いてきた大田氏にすれば目新しいこ

図 1　経営成果の推移

出所：IR 資料及び内部資料に基づいて作成
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とでなく，普通の話であったという。大田氏の練った構想の大枠は，できるだけ早く経営幹部

に対するリーダー教育を行い，そこから管理職にも同じリーダ―教育を実施すること，そして

JAL の新たな企業理念とフィロソフィを策定して，全社員の意識改革を行っていくことだっ

た 16）。表 3 に，同社の実施した意識改革の主な経緯を示す。

2.2  リーダー教育 17）

　大田氏の「リーダーから変える」の構想に従い，意識改革推進準備室が主導して，2010 年

6 月 1 日から 7 月 7 日までの約一カ月間で 52 人の経営幹部にリーダー教育を実施した。同室

長の野村氏は，大田氏の一カ月間ほぼ毎日カリキュラムを組む要請に非現実的な点を感じてい

たが，大田氏の強い姿勢に，土曜日を含めた週 4 日間程度の計 17 回のカリキュラムを組んだ

という。それは，部門別採算制度導入の前段階として，7 月から各部門のリーダーによる本格

的な業績報告会が開始されるために，その前段階として，経営幹部の考え方が変わっている必

要性があったからというのも 1 つの理由であるという。

　稲盛氏自らが，JAL への想いやリーダーのあるべき姿を初日に語り，「経営 12 ヵ条」や「六

つの精進」などを伝え，双方向で議論するスタイルを中心に，週に一度の稲盛氏を交えたコン

パが実施された。日常業務前後での実施，そして A4 表裏程度のレポートを 1 回の終了毎に自

由記述で翌日までに稲盛会長と大西会長に提出するという内容だったが，全員がほぼ 100% に

近い出席率であった。野村氏は，当初は重苦しく，ぎこちない雰囲気で張りつめていたもの

表 3　意識改革の主な経緯

出所：内部資料及びインタビューに基づいて作成

2010 年 3 月 定例記者会見で，稲盛氏が意識改革とアメーバ経営で再建すると発表

2010 年 5 月 意識改革推進準備室の設置（4 名）

2010 年 6 月 リーダ―教育の開始。

2010 年 8 月 スローガン「新しき計画の成就は只不屈不撓の一心にあり さらばひたむきに只想え気

高く強く一筋に 会長 稲盛和夫」の職場への貼り出し

2010 年 7 月 稲盛会長の現場訪問の本格開始

2010 年 7 月 新 JAL グループ企業理念策定に向けた取組開始

2010 年 8 月 JAL フィロソフィ検討委員会発足

2010 年 9 月 JAL フィロソフィ策定ワーキンググループ発足

2010 年 12 月 JAL フィロソフィ勉強会（後のリーダー勉強会）（役員・部長級）の開始

2011 年 1 月 新 JAL グループ企業理念の制定，『JAL フィロソフィ手帳』の発刊

2011 年 2 月 JAL フィロソフィ手帳の全社員への配布。職場の朝礼での輪読等の開始。

2011 年 4 月 JAL フィロソフィ教育の開始

2011 年 12 月 JAL フィロソフィ発表大会の開始
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の，グループディスカッションやコンパを重ねるごとに，一体感が高まったことを感じたとい

う。また合宿でのコンパで朝方まで語り合う中でしっかりとベクトルが合い確かにひとつに

なったと実感する瞬間があったという。そして「稲盛会長の本気度がひしひしと伝わり，破綻

後の危機感が共有され，リーダー自らが率先してやらないとダメだという思いに全員がなって

いった」という 18）。

2.3  新 JAL グループ企業理念の策定 19）

　大田氏の当初の構想どおり，意識改革をさらに進めるために，リーダー教育終了後まもなく

新たな JAL グループ企業理念と JAL フィロソフィの策定に着手する。

　リーダー教育で企業理念とフィロソフィが極めて大事なことを確信した大西社長は，リー

ダー教育の直後に JAL グループの企業理念を作り替える指示をし，役員が議論して決めるこ

ととした 20）。稲盛経営フィロソフィの独自性は，従業員の幸福を第一に据えることで，従業

員がやる気をもって仕事に取り組む点にあり，「全社員の物心両面の幸福の追求」という文言

が，企業理念の冒頭に表現された。この点について最後の最後まで紛糾したという。それは，

JAL は，債権者に多額の債権放棄を依頼し，株を紙切れとしてしまった立場であり，広範な

人々に迷惑をかけた会社として，再出発に際して「全社員の物心両面の幸福の追求」を一番に

掲げることについて，企業再生機構の幹部を中心に役員の間でも強い反対意見があったのであ

る。しかし，再生機構の幹部からの直接の再考依頼もこの点の大切さを確信する大田氏は断っ

たという。また大西社長は稲盛氏に相談した際に「経営理念は永久不滅だ。そういう風に思っ

てつくらなあかんのや」と稲盛氏に言われ，腹を決めることができたという 21）。最終的に，

2010 年 12 月末に全役員が了承し，「JAL グループは，全社員の物心両面の幸福を追求し，一．

お客さまに最高のサービスを提供します。一．企業価値を高め，社会の進歩発展に貢献しま

す。」とされた。その後，世間等からの新企業理念への批判は特に受けなかったという。

2.4  JAL フィロソフィの策定 22）

　新企業理念の検討に並行して，JAL フィロソフィを新たに策定する取り組みも始まった。8

月には JAL フィロソフィ検討委員会，9 月には JAL フィロソフィ策定ワーキンググループが

設立された。同年内に新企業理念とともに JAL フィロソフィを策定して年明けに公表する計

画である。ワーキンググループは，役員だけでなく部長級の社員も入れた十名で構成された。

ワーキンググループは，京セラフィロソフィを参考にしつつ，独自の JAL フィロソフィをつ

くることとした。京セラフィロソフィは，78 項目あったが，ワーキンググループでは「JAL

フィロソフィは三つぐらいの項目がせいぜいで手帳を作成するのは無理だ」という意見もあっ

たという。しかし，大田氏は「フィロソフィには信じられない力がある。しかし全社員がよく
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理解し，共有しなければ意味がなく，40 ～ 50 程度は必要で，全社員が手帳として持つことが

現場の意識改革につながる」と強く主張したという。京セラフィロソフィの各項目を吟味し，

京セラと違ったエアラインとしての項目も生まれ，最終的に 40 項目にまとめられた。「京セ

ラフィロソフィを単純に模倣，凝縮しただけでは社員は腑に落ちないという思いがあったから

こそ，徹底的に議論したところに意義があったように思います」と策定メンバーの一人は述べ

る 23）。構成は，第 1 部は「すばらしい人生を送るために」として一人の人間としての持つべ

き考え方が並び，第 2 部は「すばらしい JAL となるために」として JAL の社員としてのある

べきフィロソフィが編集された（JAL フィロソフィ 24）を添付資料 1 に示す）。

　この JAL フィロソフィの策定プロセスでは，JAL の社員自らがつくらないと JAL フィロ

ソフィにならないため，大田氏は最初の数回と終盤のみ出席したという。そして，稲盛氏に

ワーキンググループメンバーが最終案を説明した際には，40 項目の一つひとつに丁寧なコメ

ントはあったが，大幅な修正を要するような指摘はなかったという。

　そして経営破綻の一年後である 2011 年 1 月 19 日に，新たな JAL グループ企業理念，JAL

フィロソフィ，そして企業ロゴとしての鶴丸の採用が発表された。

2.5  JAL フィロソフィの浸透プロセス 25）

　意識改革の成否は，新たな JAL グループ企業理念と JAL フィロソフィの浸透にかかってお

り，全社，各部門，個人のレベルで多様な取組みが実施された（表 4）。

　JAL フィロソフィ委員会，リーダー勉強会，リーダー教育

　全社的な取組として推進するために，JAL フィロソフィ委員会が設置され，役員が構成メ

ンバーとなり，年 4 回程度開催された。ここでは，リーダー教育や JAL フィロソフィ教育の

実施状況や課題を確認・議論する等，JAL フィロソフィ推進に関わる基本方針の策定等の役

割を担っている。また既述の 2010 年 6 月に実施された「リーダー教育」をもとに，役員・部

表 4　各組織・職場での JAL フィロソフィ浸透の取組みの概要

出所：内部資料及びインタビューに基づいて作成 26）

全社的な取組み 各本部・関連会社の取組み 個人的な取組み

・ JAL フィロソフィ委員会（会長・社長・

一部役員）

・ リーダー勉強会（役員・部長級）

・ リーダー教育（リーダー・管理職）

・ JAL フィロソフィ教育（役員を含む全社

員）

・部署内独自で勉強会や仕組み

を確立

・ 朝礼時の輪読等

・自主勉強会

JAL フィロソフィの実践につなげるイベント・仕組み

・JAL フィロソフィ発表大会

・JAL Awards
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長級向けの「リーダー勉強会」とリーダー・管理職向けの「リーダー教育」に発展した。役

員・部長級が参加し，役員が JAL フィロソフィの各項目についての発表を行い稲盛氏がコメ

ントするプログラムを中心とした JAL フィロソフィ勉強会を 2010 年 12 月に開始し，2012

年 4 月からは，リーダー勉強会と名称を変更して，毎月 JAL フィロソフィに基づくリーダー

に求められることに関する考え方等を学んでいた。最後にコンパを行い徹底的に語り合うとい

う，リーダー教育の内容は，2010 年 6 月の内容を踏襲した。

　JAL フィロソフィ教育

　役員，管理職，一般職を問わず全社員を対象に，2011 年 4 月から大規模に展開されたのが

JAL フィロソフィ教育である。基本的に一回 2 時間のコースを年間 4 回受けるもので，毎年

継続される。特筆すべきは，大田氏の方針から，役職や職種に関係なく，JAL グループ社員

に加えて，委託先社員までをも含め，JAL として働く皆が同じテーブルにつき，一緒になっ

て学習するスタイルを採ったことである。例えば，同じテーブルに，客室乗務員，整備士，地

上職，パイロット等が一緒に座り，議論をするといった形式なのである。この形式は，役職の

上下関係や組織・職種間の壁を取り払い，お互いを理解し，一体感を醸成する決定的に大事な

役割を果たしたという。

　また自社の文化は自社で作るという方針から，JAL フィロソフィ教育は，野村氏が率いて

いた JAL フィロソフィ推進部門を中心に，プログラムや教材の作成，教育の進行役まで自前

で行ったのである。これまで外部講師による研修が中心だった JAL 社員にとっては画期的で

あった。2 時間の教育の進行役は，ファシリテーターと呼ばれ，現場社員が起用された。それ

は，教育参加者にとって，より身近な立場にいる現場社員の言葉の方が受け入れやすいのでは

ないかと考えたからである。また，プログラムや教材の作成もファシリテーターが行うことか

ら，自ずと教育の内容も現場社員の気持ちがよく理解された現場目線のものとなった。その結

果，JAL フィロソフィ教育に対する否定的な反応は比較的少なかったという。

　部門独自の取組み

　JAL フィロソフィの浸透プロセスでは，全社共通の取組みに加えて，各組織や部署内で勉

強会などが平行して確立されていった点が挙げられる。各組織のトップが定期的に JAL フィ

ロソフィの必要性を語る勉強会や部署内で JAL フィロソフィを実施した社員を JAL フィロソ

フィ月間 MVP といった形で表彰する制度を設けるといった取り組みである。例えば，JAL

スカイ大阪では，「JAL スカイ大阪　心の 10 か条」として，大阪弁を交えた働く社員の思い

を１つにまとめたものを再作成し，浸透に活用している（添付資料 2）。また「JAL フィロソ

フィ ええやん大賞」という独自の表彰制度を運用している 27）。

　朝礼時の輪読

　JAL フィロソフィ手帳は，大田氏の強い思いから，JAL グループ社員のみでなく，委託先
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社員を含む，JAL の商品・サービスに携わる全員に配布された。職場の朝礼での輪読を行う

と同時に，その日に実践する JAL フィロソフィ項目を決め，社員全員で実践することを心掛

ける等の取組みを行うのである。

　自主勉強会

　従来は決められたマニュアルどおりに業務を実施することが推奨されていた文化があった

が，JAL フィロソフィの導入により，社員の自主性の発揮が促され，それが社員の自主的な

活動につながっている事例が散見された。それらは，自然発生的に，生まれた動きであり，

「JAL フィロソフィを磨く会」等の自主勉強会の立上げもその一例である。

　JAL フィロソフィ浸透のイベント・仕組み：JAL フィロソフィ発表大会と JAL Awards

　JAL フィロソフィ発表大会は，JAL フィロソフィの理解・実践に関するレポートを募集し，

その中から真摯に学び，実践している社員に，体験発表をしてもらう大会である。大田氏から

紹介された京セラフィロソフィ論文発表会の事例を参考に，野村氏らは JAL フィロソフィの

一層の浸透と社員の自己成長を後押しする機会をつくり，また稲盛氏から直接話を聞いてみた

いという社員の要望にも応える施策であったという。JAL Awards は，JAL フィロソフィの

実践により優れた功績をあげた社員を褒め称えることにより，個を高め，組織の活性化を図る

ことを通じて，JAL グループ企業理念の実現に寄与することを目指した表彰制度である。

　JAL フィロソフィ浸透の手応え

　「共通言語ができて，JAL フィロソフィの浸透も大きく進んでいくようになりました」，「多

くの社員から，JAL フィロソフィができてから，ベテランから若手までも JAL フィロソフィ

をベースにどうあるべきか，という話を堂々とするようになりました，と言われたときはたい

へん嬉しく思いました」と JAL フィロソフィ策定メンバーは述べる 28）。野村氏は，「経営破

綻を経験した社員がどん底の状態をさまよう中で，自分たちでつくった JAL フィロソフィだ

からこそ，その JAL フィロソフィは自分たちで実践していかなければならない。JAL フィロ

ソフィが空気になるまで，つまり一人ひとりが血肉化するまで，意識改革は決して終わらな

い」という。

2.6  顧客満足 No.1 に向けて 29）

　JAL は，JAL フィロソフィ策定後，経営破綻後に初となる中期経営計画（2012-2016）を

2011 年に構想した。その中で「お客さまが常に新鮮な感動を得られるような最高のサービス

をご提供し，2016 年度 までに「顧客満足 No.1 を達成する」と目標をおいた 30）。具体的に，

JCSI（Japanese Customer Service Index，日本版顧客満足度指数）の再利用意向率・他者推奨意向

率と明記し，客観的な第三者機関による指標を採用した。サービス本部で構想を担っていた黒

田氏は「顧客満足をやるからには，自分たちは一度傷ついたこのブランドを再構築し，お客さ
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まにまずは再度 JAL に乗ってみようと思っていただき，お乗りいただくこと，そして周りの

方に JAL を薦めようと思っていただけるところまでやりたい，社員一人ひとりがこうした高

い目標をもって再生に取組んでいきたい，という思いからきた」という。加えて「自分たちの

サービスをお客さまにご満足いただき，結果として，No.1 になりたいと思っている社員が多

くいる会社であると思っていて，そういった社員一人ひとりの心に火をつけて，全員で力を合

わせて取組み，この目標を達成できなければ再上場への道は開かれないと考えていた」と黒田

氏はいう。

　JCSI は，第三者機関の年単位の指標であるため，サービス企画部門は，毎日，顧客からの

評価を収集できるデイリーバリュースコアという JAL 独自の調査基盤を構築し，その顧客評

価指標により，PDCA を実施していくこととした。この指標は，タッチポイントごとの評価

を 7 段階，全体の評価を 11 段階でお客さまに評価していただき，加えて良かった点や改善点

を自由記述で，より具体的に評価していただき，その結果がデイリーで全支店に共有されるし

くみである。国内線で月間約 2 万件，国際線で月間約 9,000 件の調査結果が収集される。黒

田氏は，「JAL はプロフェッショナル集団なので，お客さまの痛みとして何が課題かが具体的

に掴めれば，お客さま価値向上のサービス改善に自発的に取り組める，そういった向上心やプ

ライドを現場は持っている」と考えていたという。

　具体的に顧客満足を追求するために，運賃，予約・購入サービス，空港設備（ラウンジ・

チェックインカウンター・セキュリティ等），空港サービス（空港ヒューマンサービス），機内設備（座

席・機内エンターテイメントシステム等），客室サービス（機内食，機内ヒューマンサービス等），マイ

レージプログラムなど多くの検討すべき商品・サービスの領域がある中，特に機内に関わる商

品・サービス強化は顧客満足向上のためには不可欠であった。例えば，経営破綻前では難し

かった判断で，破綻後の JAL フィロソフィ導入後に判断・実施された象徴的な例として，通

常席のクラス（Y クラス）の前後の座席間隔を 10.5 センチほど他社より広くする改善施策が

あった。この座席仕様の変更により座席数が相当減ってしまうことによる収益減が懸念され社

内での侃々諤々の議論の末，収益面の効率性ではなくお客さまに最高のサービスを提供する方

針から，座席間隔を広げ，最高の機内設備として，加えて我々のヒューマンサービスを強みと

して，顧客からの選好性を向上させる意思決定をしたという。

　黒田氏は，統括する立場にいて，現場で「それで No.1 になれるのか，世界一になれるのか」

と議論している，という話を聞いたことがあり，それを聞き，絶対世界一になれると思ったと

いう。

2.7  サービスプロセスの一体運営

　JAL フィロソフィ 40 項目の中で，「一人ひとりが JAL」および「最高のバトンタッチ」は，



122 立命館経営学（第 59 巻　第 1 号）

サービス業である JAL ならではのフィロソフィであり，社内でも特に人気のあるフィロソ

フィだという 31）。また稲盛氏は，当初 JAL を航空輸送事業ではなく「究極のサービス業」と

定義した 32）。「このことにより，どの部門もお客さまに喜んでもらうことを考え，仕事ができ

るようになったのがありがたかった」と大西社長は述べている 33）。航空会社の大切なサービ

ス品質に，定時性が挙げられる。JAL のお客さま視点の追求として，安全性を大前提としつ

つ，この定時到着率に示される定時性を重視してきた。図 2 に示す通り，JAL の提供するサー

ビスは，多くの現場の連携が必須であり，これらの全ての現場が相互に連携して機能した時に

守ることができるのがこの定時性という品質なのである。

　「最高のバトンタッチ」は，各部門が夫々の責任を果たしつつ，次の部門にプロセスをつな

げていく象徴的なフィロソフィとして実践されているという。また破綻前に見られなかった行

動として，職種を超えたサポートがあるという。例えば，機内の乗客への対応について，地上

職，客室乗務員や時には運航乗務員が一体となってサポートし合う姿があるという。

　また，東日本大震災が発生した際に，新幹線や道路が寸断されてしまい，JAL は速やかに

臨時便を編成して，現地に多くの便を速やかに飛ばした。機材，人員等の調整が容易でなく，

破綻前では実現が難しかったであろう現場間の連携が速やかに一体感を伴って実現できたこと

に，意識改革の効果を強く感じたと JAL フィロソフィ推進を担った伊勢田氏はいう 34）。

図 2　定時性に向けたサービス間連携の概要

出所：アニュアルレポート 2016 及びヒアリングをもとに作成

前日 出発前

搭乗ゲート 手荷物・貨物搭載

優先搭乗など
スムーズな搭乗
のため様々な対応

乗員数・重量などから
正確かつ迅速な
ウエイトバランスを実現

客室乗務員

客室の安全を確認，
定時出発を目指す

搭乗ゲートでの
お出迎え

乗継の案内，
降機のサポート

手荷物返却

取り違えの無いよう
呼びかけ，
スピーディーな返却

運航乗務員

前便から引継ぎ，
整備士・客室乗務員
との状況確認

航務・ロード
コントロール

天気等情報収集し
飛行方式を選択，
運航乗務員に共有。

保安検査場

スムーズかつ
厳正なチェック

給油

環境に配慮し，
適切な量を給油

チェックイン

搭乗手続き・
荷物預かり，
搭乗案内

スポットイン

着陸した飛行機を
駐機位置へ誘導

予約・発券作業，
出発時刻などの
アナウンス

ケータリング

衛生面・定時性に
配慮し，機内食を
搭載

機内清掃・
機用品搭載

機内の清掃，
毛布など機用品の
整頓と補充

整備チェック

整備士による点検，
不具合の処置

空港

翌日スムーズな
案内ができる
よう事前準備

出発直前

出発直前

フライト中

ブロック

アウト

便到着前

～勅語
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3  採算意識改革

3.1  採算意識改革の必要性

　既述のとおり，稲盛氏は就任会見において，フィロソフィによる意識改革とアメーバ経営に

よる採算意識改革を導入することを見込んでいた。そこで稲盛氏は京セラにおけるアメーバ経

営に熟達する森田直行氏を JAL の副社長執行役員とした。そして京セラグループから森田氏

に招かれたアメーバ経営の専門家であり，京セラミタにおける企業変革も経験している米山誠

氏が常務執行役員・経営管理本部長に就任し，採算意識改革に着手することとなった。

　JAL フィロソフィの第 2 部第 2 章は「採算意識を高める」というタイトルがあり，具体的

なフィロソフィ項目として，「売上を最大に，経費を最小に」，「採算意識を高める」，「公明正

大に利益を追求する」，「正しい数字をもとに経営を行う」と 4 項目が示され，既述の各種教

育等により現場への浸透が進められた。

　2010 年 7 月には本格的な業績報告会が開始され，そして翌 2011 年 4 月に JAL 本体に部門

ごとに「売上を最大に，経費を最小に」する部門別採算制度が導入され，2012 年 4 月に JAL

グループへの部門別採算制度の導入が始まった（主な経緯は表 5 のとおり）。

3.2  業績報告会 36）

　稲盛氏らは，京セラで長年実践し続けてきた「業績報告会」を 2010 年 5 月より開始した。

表 5　採算意識改革の主な経緯

出所：内部資料及びインタビューに基づいて作成 35）

2010 年 3 月 定例記者会見で，稲盛氏が意識改革とアメーバ経営で再建すると発表。アメーバ経営

の導入の方向性を検討

2010 年 5 月 グループ業績報告会を開始，連結決算の月次化

2010 年 6 月 リーダ―教育の開始（「会計実学：7 原則」を含む）

2010 年 7 月 JAL グループの本格的な業績報告会の開始

2010 年 8 月 JAL フィロソフィ策定に向けた取組開始，採算意識についても検討

2010 年 8 月 社内における値決め，運用ルールなどの検討開始（12 月まで）

2010 年 12 月 組織の大幅改正（路線統括本部の発足）

2011 年 1 月 JAL フィロソフィ手帳の発刊

2011 年 2 月 2 月の月次収支が初めて黒字化

2011 年 4 月 ・部門別採算制度の JAL 本体への本格導入

・予算制度からマスタープラン制度に変更

2012 年 4 月 ・部門別採算制度のグループ会社への本格展開開始
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各部門の代表者としての報告者一人の持ち時間が約 15 分から 20 分程度で，A3 用紙に数字が

詰まった採算表に基づき発表する。先月の実績と今月の展開，次月をどう迎えるかについて説

明するのである。従前の JAL では，月次のグループ全体の連結損益計算書は作成されておら

ず，月次の実績と計画を説明する場もなかったという。会議で稲盛氏は，2 ヶ月遅れの集計や

数字の根拠を説明できない点などについて容赦ない叱責を飛ばしたという。

　続いて，翌 6 月からのリーダー教育で意識改革が進んだ後に，7 月より本格的な月次の業績

報告会が開始された。各部門が毎月の結果を持参することで，担当役員が懸命に勉強し，自部

門を知るようになったという。例えば，費用を四半期から月単位に精緻化するなど，数字に対

する意識が急激に高まった。稲盛氏は，収入，費用の確かな根拠に加え，予定に対して実績が

上振れしても叱るという。それは，計画の精度を上げることを意味するからだという。

　従来の JAL では繁忙期の 7 ～ 9 月で利益を出し，残りの 9 ヶ月はトントンか赤字だったが，

稲盛氏の毎月毎回に亘る収入のぶれや収入に見合った費用を落とす努力への厳しい指摘によ

り，秋から春も黒字化していき，閑散期として常に赤字であった 2 月を含め 2011 年度は

11 ヶ月の黒字，そして 2012 年度は 12 ヶ月全て黒字を計上した。これは JAL の長い歴史で

初めてのことだったという。

　稲盛氏は業績報告会が最も重要な会議だと言い，業績報告会は真剣勝負そのものだったとい

う。そして幹部の採算意識が高まった要因は，リーダー教育でフィロソフィを学びリーダーと

しての意識が芽生え，そして自分がコントロールしている組織の数字が全部出てくるからだ，

とリーダー教育や業績報告会を経験した菊山英樹氏は述べている 37）。

3.3 部門別採算制度の導入 38）

　当時の JAL は予算制度を採用しており，経営企画本部がこの予算管理を担っていたが，収

支の責任を負っているわけではなかった。京セラのアメーバ経営の視点から見ると，JAL の

会計上の課題は，収支責任が不明確な点にあったという。稲盛氏は業績報告会で，誰がこの費

用に責任をもつのか？，という観点からよく指摘したという。

　組織改正と社内協力対価方式

　部門別採算制度の導入には，組織の編成が鍵を握っていたため，2010 年 5 月より組織改正

プロジェクトが開始された。40 代前後，管理職前後のメンバー 20 名程度が思案を重ね，図 3

のように大幅な組織改正が行われた。いわゆるプロフィットセンターとして収支に責任を持つ

部門として，路線統括本部が新設され，旅客販売統括本部，貨物郵便本部が設置された。また

航空機の運航を担う運航本部，客室本部，空港本部，整備本部らは採算が見えるような工夫が

なされつつ事業支援部門とされた。このタイミングで「社内協力対価」という新しい概念を導

入し，事業支援部門は，事業部門と社内の取引を行うシステムとしたのである。具体的には，
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旅客販売統括本部が稼いだ収入を路線統括本部が受け取り，対価として一定の手数料を支払

う。事業支援部門の場合は，サービスを提供することにより，路線統括本部から対価を受け取

るのである。つまり，新設の路線統括本部を軸として，各部門が採算管理上の責任を定量的に

把握できる仕組みなのである。路線統括本部は，販売部門と協力して売上を最大にし，事業支

援部門と協力して経費を最小化する舵取と収支責任を持つのである。また，各部門が責任を

もってコスト管理を行い，創意工夫によって，利益を最大化するしくみであった。

　一便あたり収支

　路線統括本部におけるチャレンジの 1 つは，一便当たりの収支をスピーディに把握するこ

とであった。これが把握できると，路線別の比較が可能となり，さらに路線別の空港，整備，

運航，客室といったコストが比較可能となり，改善事項の根拠となるからである。収入は航空

図 3　組織改正の概要

出所：内部資料をもとに作成 39）

旅客販売統括本部

旅客販売統括本部が路線

統括本部に旅客収入を

もたらす。

路線統括本部はその対価

としてコミッションを

支払う。

事業支援部門が運航に

関わるサービス等を

提供する。

路線統括本部は，その対

価として社内協力対価を

支払う。

路線統括本部

事業支援部門

運航本部

従来

経営企画本部計画の立案

収入計画に

もとづく活動

運航計画にもとづく

各々の役割を行う

変更後

旅客販売統括本部

路線統括本部

貨物郵便本部

運航本部

客室本部

空港本部

整備本部

本社間接部門

販売本部

貨物郵便本部

運航本部

客室本部

空港本部

整備本部

本社間接部門

事業支援部門
コストセンター

コストセンター

事業部門
収支の責任を持つ

組織改正

　2010 年 12 月 15 日

※本社部門の一部

客室本部

空港本部

整備本部

関連部門と連携しながら利益責任を担う

部門ごとの収支と，その責任範囲が明確になる組織に変更
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チケットや貨物郵便の契約額などで容易に把握できた。問題は，一便あたりの費用の算定で

あった。そこで，機種と飛行距離別の原価を算出し，その原価をベースに一便ごとの単価を換

算する方法をとった。膨大なプロセスである。機種は多種あり，サービスの協力項目は，部門

ごとに多様である。また，本社部門からの配賦項目（例えば情報システム）もある。これらを紐

解きながら，費用項目を整理したのである。運航翌日には，この一便あたりの概算の収支を把

握することができるようになり，どのようにすればもっと利益を出せるのか，各部門が協調し

て実行するようになっていった。

　現場に詳細な数字が公表され，便ごとの搭乗率に応じた収支が可視化された。タイムリーな

数字をベースに経営が行われ，現場でも業績が共有されることで，採算意識が高まっていった

という。既述のとおり，部門別採算表は幹部のためだけの表ではないと稲盛氏は常々共有し

た。経理・財務本部長の斉藤（典）氏は「会社の数字が全社員のものとなり，一人ひとりが数

字を追っていくことで我々の業績ができてくるのだと実感できた」という。

　一方，JAL フィロソフィの「公明正大に利益を追求する」という視点も重視された。例え

ば，地方路線において，一部に航空会社が単独で運航している。このような路線は若干高めの

運賃になることがあったという。その際に，初代の路線統括本部長に任命され，後に代表取締

役社長につく植木氏に対して，稲盛氏は「単独路線というのは，そんなに多くない地方路線の

はずだ。そういうところで愛されてこそ幹線にも乗っていただけるんだ。だからこそあこぎに

値段を上げるようなことはやめろ」と述べたという 40）。そして単独路線の運賃設定に対する

工夫がなされた。

　部門別採算制度のグループ展開 41）

　2012 年 2 月に発表された新中期経営計画において，JAL グループ全体で，高収益体質とな

る一環で，部門別採算制度のグループ会社への展開がうたわれた。中期経営計画策定中であっ

たが，部門別採算制度のグループ会社展開は 2011 年 9 月に日本航空の整備本部を分社化した

JAL エンジニアリングにて先行実施された。そして 2012 年 4 月に本格展開され，羽田・成田

空港の旅客ハンドリング会社である JAL スカイ，情報システムを管轄する JAL インフォテッ

クが皮切りであった。経営破綻以前は，親会社とグループ会社との間には「主従関係」の意識

が強かったが，破綻後は JAL とグループ会社は「対等な関係」と位置づけた。これによりグ

ループ会社は自主経営を行うプロフィットセンターであり，親子会社間の値決めもマーケット

プライスに則り，契約を行うという方針・運用に大きく転換された。

　各社の導入プロジェクトは，KCCS（京セラコミュニケーションシステム）社などのアメーバ経

営のコンサルティング支援をあおぎながら JAL のグループ経営を推進する部門がコンサル

ティング支援を行った。グループ各社において社長直轄プロジェクトに設定してもらい，10
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名規模で，経営管理部門 3 割，現場から課長級を含む 7 割程度というチームを創る方法であっ

た。これは現場で納得感のある運用が可能な枠組みを構築する為だという。グループ展開の実

務は膨大で，例えば，費用区分は各社別々であった為，一万行を超える勘定科目について，自

社の努力でコントロール可能な項目かどうかなどの視点から選択していくといった詳細に及ん

だ。

　グループ企業への展開が強力に推進され，2015 年度までに社員カバー率 93%，2017 年度

までにグループ 30 社，社員カバー率 95% となり，JAL グループ全体で共通の経営システム

により日々の採算管理が行われている。
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添付資料 1　「JAL フィロソフィ」42）

第 1 部

すばらしい人生を

送るために

第 1 章

成功方程式（人生・仕事の方程式）

人生・仕事の結果＝

考え方×熱意×能力

第 2 章

正しい考え方をもつ

人間として何が正しいかで判断する

美しい心をもつ

常に謙虚に素直な心で

常に明るく前向きに

小善は大悪に似たり，大善は非情に似たり

土俵の真ん中で相撲をとる

ものごとをシンプルにとらえる

対極をあわせもつ

第 3 章

熱意をもって地味な努力を続ける

真面目に一生懸命

仕事に打ち込む

地味な努力を積み重ねる

有意注意で仕事にあたる

自ら燃える

パーフェクトを目指す

第 4 章

能力は必ず進歩する

能力は必ず進歩する

第 2 部

すばらしい JAL と

なるために

第 1 章

一人ひとりが JAL

一人ひとりが JAL
本音でぶつかれ

率先垂範する

渦の中心になれ

尊い命をお預かりする仕事

感謝の気持ちをもつ

お客さま視点を貫く

第 2 章

採算意識を高める

売上を最大に，経費を最小に

採算意識を高める

公明正大に利益を追求する

正しい数字をもとに経営を行う

第 3 章

心をひとつにする

最高のバトンタッチ

ベクトルを合わせる

現場主義に徹する

実力主義に徹する

第 4 章

燃える集団になる

強い持続した願望をもつ

成功するまであきらめない

有言実行でことにあたる

真の勇気をもつ

第 5 章

常に創造する

昨日よりは今日，今日よりは明日

楽観的に構想し，悲観的に計画し，

楽観的に実行する

見えてくるまで考え抜く

スピード感をもって決断し行動する

果敢に挑戦する

高い目標をもつ
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添付資料 2　「JAL スカイ大阪　心の 10 か条　～なんかいいやん♥小さな happy ちりばめた

い～」43）

－ 1．健康　　　　　～健康あっての人生や！雪にも夏の暑さにも負けぬ丈夫な体～

－ 2．挨拶　　　　　～挨拶，ハツラツ，先手必勝や～

－ 3．笑顔　　　　　～笑顔は心の言葉やん～ YES, SMILE! YES, JOSA! ～

－ 4．学び　　　　　～ JOSA よ，大志を抱こか～

－ 5．採算性　　　　～浪速の商人魂見せたるで～

－ 6．言葉　　　　　～会話が仕事をスムーズにするねん～心の距離を縮める言葉～

－ 7．家族　　　　　～もし自分の家族やったら～

－ 8．仲間　　　　　～ JOSA 全員でひとつのチームやねん，大切な仲間を大切に～

－ 9．心・思いやり　～思いやりのプロでいたんや～

－10．感謝　　　　　～おおきに～

＜注＞

1） 例えば，Yoda（2017）では，戦後最大の製造業の倒産であった三田工業（後の京セラミタ，現京セ

ラドキュメントソリューションズ）において，経営フィロソフィに基づく企業変革のマネジメントの

有効性について述べている。

2） 同時に，経営学領域における教育用のケース教材として活用されることも期待される。

3） 本稿は，事例研究を採用している。それは，希少な実践例であり，中長期間（数年間）にわたる企業

変革局面において，詳細が明らかにされていない企業の経営フィロソフィに基づくマネジメント方法

（なぜ・どのように）を経時的に明らかにするためである。質的データを科学的な調査方法として，取

り扱うために，Yin（1994）によるデータ収集の 3 つの原則を実施し，また具体的に以下のとおり，

ケーススタディにおける質的データの信頼性を確保する。具体的には，複数の証拠源を利用し，証拠

源の連鎖を維持した。当該事例を直接実践された経営層・マネージャーへの対面インタビューと提供

された内部資料を基礎として，2 次データと 1 次データを相互に確認した。そして，草稿について，

インタビューイーにより確認された。

4） 大田氏インタビュー（2017 年 3 月 27 日）をもとに記載

5） 大田嘉仁氏講義（於：立命館大学）（2017 年 12 月 14 日）をもとに記載

6） 大田氏インタビュー（2017 年 3 月 27 日）及び JAL ホームページ「日本航空　会長・社長就任にと

もなう記者会見」（https://www.jal.co.jp/other/info2010_0201.html）（参照 2018 年 12 月 25 日）を

もとに記載

7） 大田氏は新卒で京セラに入社してから 20 年以上の同社のキャリアがあり，稲盛氏が 1991 年の政府の

行政改革審議会の部会長就任時より担当秘書になり，20 年以上にわたり稲盛氏の近くで同氏の経営を

学んできた一人であった。

8） 森田氏は，アメーバ経営の実践を担い続けたキャリアを歩み，当時は他社にアメーバ経営導入支援を

展開する京セラコミュニケーションシステム（KCCS）の会長を担っていた。

9） JAL 中期経営計画（2012-2016）3 頁

10） 盛和塾 119 号 101 頁

11） 大田嘉仁氏講演録（於：鹿児島大学）（2015 年 2 月 15 日）（吉田，2016，150 頁）及び帝国データバ

ンク記事（https://response.jp/article/2010/11/30/148626.html）（参照 2020 年 2 月 14 日）
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12） 大田氏インタビュー（2017 年 3 月 27 日）をもとに記載

13） 大田氏インタビュー（2017 年 3 月 27 日）をもとに記載

14） 大田氏インタビュー（2017 年 3 月 27 日）をもとに記載

15） 大田嘉仁氏講演録（於：鹿児島大学）（2015 年 2 月 15 日）（吉田，2016，152 頁）

16） 盛和塾 118 号 100 頁

17） 盛和塾 118 号 100-109 頁をもとに記載

18） 受講者の菊山英樹氏（当時 執行役員）によれば「サラリーマン意識から抜け出して，組織のトップと

して人を引っ張っていくという意識が少しずつ出てくるようになった」という。意識が変わったリー

ダーが採算表で責任を持ち，フィロソフィを基準とした議論を戦わせるような組織運営のインフラが

できたことが，JAL を大きく変えた要因だと思っています」という（盛和塾 118 号 110-111 頁）

19） 大田氏インタビュー（2017 年 3 月 27 日），野村氏インタビュー（2017 年 12 月 20 日）及び盛和塾

118 号 112-119 頁をもとに記載

20） 盛和塾 118 号 112 頁

21） 盛和塾 123 号 142 頁

22） 大田氏インタビュー（2017 年 3 月 27 日）及び盛和塾 118 号 115 頁をもとに記載

23） JAL フィロソフィ策定メンバー 大川順子氏インタビュー（盛和塾 118 号 118 頁）

24） JAL ホームページ “JAL Philosophy”（https://www.jal.com/en/outline/conduct.html）（参照 2019 年

2 月 21 日）をもとに記載

25） 野村氏インタビュー（2017 年 12 月 20 日）及び盛和塾 118 号 112-128 頁をもとに記載

26） 野村氏インタビュー（2017 年 12 月 20 日）及び盛和塾 118 号 122 頁をもとに記載

27） JAL スカイ大阪 松田尚子・辻淳子氏による特別講義（於：立命館大学）（2017 年 9 月 29 日）をもと

に記載

28） JAL フィロソフィ策定メンバー 大川順子氏インタビュー（盛和塾 118 号 118 頁）

29） 黒田氏インタビュー（2017 年 12 月 20 日）をもとに記載

30） JAL ホームページ “プレスリリース”，2012 年 2 月 15 日，JAL グループ 2012 ～ 2016 年度 中期経

営計画を策定（http://press.jal.co.jp/ja/release/201202/001363.html）（参照 2019 年 2 月 23 日）をも

とに記載

31） 伊勢田氏インタビュー（2017 年 8 月 21 日）をもとに記載

32） 盛和塾 123 号 146-147 頁

33） 盛和塾 123 号 147 頁

34） 伊勢田氏インタビュー（2017 年 8 月 21 日）をもとに記載

35） 盛和塾 119 号 101-114 頁，田中氏（2017 年 12 月 11 日）及米山氏（2017 年 1 月 18 日）インタ

ビューをもとに記載

36） 盛和塾 119 号 101-114 頁をもとに記載

37） 盛和塾 119 号 109-110 頁

38） 盛和塾 119 号 101-114 頁，田中氏（2017 年 12 月 11 日）及び米山氏（2017 年 1 月 18 日）インタ

ビューをもとに記載

39） 盛和塾 119 号 118 頁

40） 盛和塾 123 号 155 頁

41） 田中氏（2017 年 12 月 11 日）インタビューをもとに記載

42） JAL フィロソフィ（https://www.jal.com/ja/outline/conduct.html）（参照 2020 年 2 月 14 日）

43） JOSA 10 ヶ条（https://www.jal.co.jp/josa/our_business/clauses/）（参照 2020 年 2 月 14 日）
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